「地域イノベーション創出総合支援事業」

重点地域研究開発推進プログラム

（研究開発資源活用型）

応募申請書（様式）

（様式１）
	事務局記入欄

	受付日
	平成２１年　　月　　日

	プラザ
	
	受付番号
	


独立行政法人科学技術振興機構

分任契約担当者
産学連携事業本部　本部長　北澤 宏一 殿

重点地域研究開発推進プログラム（研究開発資源活用型）応募申請書

標記に係る募集要項を了解のうえ、下記のとおり申請します。　　平成２１年　　月　　日

	課題

名称
	
	技術分野番号※


	中核研究機関（大学等。必須）
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

機関名
	

	
	
	

	
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

機関代表者
	
	役職
	

	
	
	
	
	

	
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

所在地
	〒　　　－　　　　

	
	
	

	
	
	

	
	
	URL

	
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

機関担当者
	

	
	
	

	
	
	部署・役職
	

	
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

連絡先
	〒　　　－　　　　

	
	
	

	
	
	

	
	
	TEL.　　　　－　　　－　　　　　FAX.　　　－　　　－　　　　

E-mail

	共同研究企業（必須）
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

企業名
	

	
	
	

	
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

代表者
	
	役職
	

	
	
	
	
	

	
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

所在地
	〒　　　－　　　　

	
	
	

	
	
	

	
	
	URL

	
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

担当者
	

	
	
	

	
	
	部署・役職
	

	
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

連絡先
	〒　　　－　　　　

	
	
	

	
	
	

	
	
	TEL.　　　　－　　　－　　　　　FAX.　　　－　　　－　　　　

E-mail


（共同研究機関／企業数に応じて本表をコピーして頁を追加して下さい。）

	共同研究機関／企業
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

機関名
	

	
	
	

	
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

代表者
	
	役職
	

	
	
	
	
	

	
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

所在地
	〒　　　－　　　　

	
	
	

	
	
	

	
	
	URL

	
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

担当者
	

	
	
	

	
	
	部署・役職
	

	
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

連絡先
	〒　　　－　　　　

	
	
	

	
	
	

	
	
	TEL.　　　　－　　　－　　　　　FAX.　　　－　　　－　　　　

E-mail

	共同研究機関／企業
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

企業名
	

	
	
	

	
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

代表者
	
	役職
	

	
	
	
	
	

	
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

所在地
	〒　　　－　　　　

	
	
	

	
	
	

	
	
	URL

	
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

担当者
	

	
	
	

	
	
	部署・役職
	

	
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

連絡先
	〒　　　－　　　　

	
	
	

	
	
	

	
	
	TEL.　　　　－　　　－　　　　　FAX.　　　－　　　－　　　　

E-mail


・プロジェクトリーダー
	プロジェクトリーダー
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

氏　名
	
	生年月日
	　　年　月　日

	
	
	
	
	

	
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

所属機関

・部署
	

	
	
	

	
	
	部署・役職
	

	
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

連絡先
	〒　　　－　　　　
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	TEL.　　　　－　　　－　　　　　FAX.　　　－　　　－　　　　

E-mail

	
	経歴
	

	
	ｅ－Ｒａｄ

研究者番号
	


・「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づく
　体制整備等の実施状況報告書の提出状況について

	　ｅ－Ｒａｄ研究機関番号
	

	　実施状況報告書提出日（郵送の場合は発送日）
	年　　月　　日

	　未提出の場合、提出予定日
	年　　月頃


	応募情報および個人情報の取扱いについて
	同意する　　同意しない


・提案課題の概要
	課題名称：○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

（平成２１年度～○○年度）

	プロジェクトリーダー
（氏名・所属・役職）

中核研究機関名称

▽研究機関名称


	（顔写真）
	・プロジェクトリーダーの声（200字程度）

・熱意、意気込みなど


「研究開発の背景とねらい」
	・これまで実施した事業と研究成果
・研究の現状や問題点、克服すべき課題等
・本研究開発での目標、など

・300字程度



「研究開発内容」
	・本研究開発で取り組む研究内容

・コアとなる技術、および、従来（競合）技術からみた優位性

・サイエンスとしての独創性、など
・300字程度



「期待される効果」
	・想定される利用分野や市場規模

・社会効果や経済効果

・地域産業等への波及効果、など

・300字程度



※適宜、図表や写真なども挿入しつつ、A4一枚でまとめてください。

※具体的な記述内容等については、事業紹介パンフレットをご参照ください。

・提案課題の詳細

	課題名称
	（もう一度記入してください）

	キーワード
	（任意記入）


１．企業化しようとする技術・製品の概要

（１）これまでの研究成果

	○関連事業
	○研究成果
	○性能等

	（実施した府省等の事業名・実施期間を記入下さい。）
[image: image1.emf]0101

ゲノム

0401

ナノ物質・材料

（電子・磁気・光学応用等）

0701

異常自然現象発生メカニズム

の研究と予測技術

0102

医学・医療

0402

ナノ物質・材料

（構造材料応用等）

0702

災害被害最小化応用技術研究

0103

食料科学・技術

0403

ナノ情報デバイス

0703

超高度防災支援システム

0104

脳科学

0404

ナノ医療

0704

事故対策技術

0105

バイオインフォマティクス

0405

ナノバイオロジー

0705

社会基盤の劣化対策

0106

環境・生態

0406

エネルギー・環境応用

0706

有害危険･危惧物質等安全

対策

0107

物質生産

0407

表面・界面

0721

自然と共生した美しい

生活空間の再構築

0189

共通基礎研究

0408

計測技術・標準

0722

広域地域研究

0199

その他

0409

加工・合成・プロセス

0723

水循環系健全化・総合水管理

0410

基礎物性

0724

新しい人と物の流れに対応

する交通システム

0201

高速ネットワーク

0411

計算・理論・シミュレーション

0725

バリアフリー

0202

セキュリティ

0412

安全空間創成材料

0726

ユニバーサルデザイン化

0203

サービス・アプリケーション

0489

共通基礎研究

0789

共通基礎研究

0204

家電ネットワーク

0499

その他

0799

その他

0205

高速コンピューティング

0206

シミュレーション

0501

化石燃料・加工燃料

0801

宇宙科学（天文を含む）

0207

大容量・高速記憶装置

0502

原子力エネルギー

0802

宇宙開発利用

0208

入出力　*1

0503

自然エネルギー

0821

海洋科学

0209

認識・意味理解

0504

省エネルギー・

エネルギー利用技術

0822

海洋開発

0210

センサ

0505

環境に対する負荷の軽減

0889

共通基礎研究

0211

ヒューマンインターフェイス評価

0506

国際社会への協力と貢献

0899

その他

0212

ソフトウエア

0589

共通基礎研究

0213

デバイス

0599

その他

0900

人文・社会

0289

共通基礎研究

1000

自然科学一般

0299

その他

0601

高精度技術

0602

精密部品加工

0301

地球環境

0603

高付加価値極限技術

(マイクロマシン等）

0302

地域環境

0604

環境負荷最小化

0303

環境リスク

0605

品質管理・

製造現場安全確保

0304

循環型社会システム

0606

先進的ものづくり

0305

生物多様性

0607

医療・福祉機器

0389

共通基礎研究

0608

アセンブリープロセス

0399

その他

0609

システム

0689

共通基礎研究

0699

その他

*1：情報通信システムとの入出力を容易にする

技術。ただし、研究区分番号209～211を除く。

環境

ものづくり技術

社会基盤 ライフサイエンス

情報通信

フロンティア

標記分野以外

ナノテク・材料

エネルギー


	（研究室レベルでのプロトタイプ等記入下さい。）

	(上記プロトタイプ等の性能・動作環境・制限事項等があれば記入下さい。)


（２）研究開発期間中の目標

	（開発する実機レベルのプロトタイプ等（性能等を含む）を記入下さい。 ）

・以下の項目等について記述してください

・具体的な製品像
・製品の用途
・核となる技術上のポイント（特許請求項の内容）
・本技術の類似技術に対する優位性（技術的項目など）
・類似製品との差別化（機能、コストなど）
・300字程度



２．企業化しようとする技術・製品の詳細内容

（１）技術・製品の内容及びその新規性・独創性・優位性

	・前項にある「具体的な製品像、製品の用途、核となる技術上のポイント（特許請求項の内容）、本技術の類似技術に対する優位性（技術的項目など）、類似製品との差別化（機能、コストなど）」等を視点として、客観的なデータ、図、写真等を補足してご説明下さい。

・多くとも1ページに収まるよう記述してください。



（２）企業化しようとする技術・製品の周辺動向
	・多くとも1ページに収まるよう記述してください。


３．地域への波及効果

（１）想定される市場の動向

	・企業化を目指す地域の現状、自治体の重点施策との関係も含めてご説明下さい。

・300～800字程度



（２）地域への経済効果

	・製品の売価比較、市場競争力、売り上げ規模や市場占有率など、具体的なビジョンについて根拠も含めてご説明下さい。

・300～800字程度



（３）社会的な効果
	・研究開発の目標が達成された場合に、地域の住民等の生活に与える影響、インパクト等についてご説明下さい。

・300～800字程度



（４）企業化計画

	・研究期間終了後、企業化に向けた計画について、体制、項目、期間、企業化のタイミングなどを加味してご説明下さい。（終了後３年間は、特に詳細にご説明下さい。）

・300～800字程度



４．研究開発実施計画
（１）具体的な研究の進め方　

① 実施体制

	・研究開発に参加する機関・企業および研究者等のそれぞれの役割分担や相互関係、ならびに業務の管理／実施体制について、わかりやすく図示した形で記述してください。

・多くとも1ページに収まるよう記述してください。




② 解決すべき技術課題、達成すべき数値レベル

	・本開発において指標となるべき性能指標と、その現状値、改善の課題、年度毎の目標値などをご説明下さい（複数可）。

・300～800字程度



③ 技術課題解決のための具体的な手段、方法及びその内容
	・前記指標に直接結びつく検討項目とその手法など、具体的に行う作業内容とその目的、有効性についてお書き下さい。①とあわせて、具体的なイメージがつかめないと評価できないため、客観的なご説明をお願い致します。

・多くとも1ページに収まるよう記述してください。




④ 研究期間：平成２１年９月～平成　　年　　月（最長で平成２４年２月まで）

	研究項目
	H21/9     H22/4          H22/10      　H23/4        H23/10       H24/2

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


⑤ 参加研究者
	研究項目
	氏　名
	所属・役職
	研究開発実施場所
	期間
	ｴﾌｫｰﾄ※

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※エフォート：研究開発参加者（大学等、企業）が研究開発に必要とする時間の配分率（％)（研究開発参加者の年間の研究開発、教育、自社業務等を含む全仕事時間を100%とします）
その他、必要に応じて適宜図表等を活用して下さい。
（２）所要経費（全体）　（平成２１年度～平成○年度）

	金額（千円）

機関
	JST負担経費
	地域負担
※中小企業については２倍計上後

	【直接経費】

○中核研究機関

○共同研究機関

　（Ｘ大学）

○再委託機関

　（Ａ社）

　（Ｂ社）


	○○，○○○
○○，○○○

○○，○○○

○○，○○○


	○○，○○○

○○，○○○

○○，○○○

○○，○○○



	直接経費計
	○○，○○○（①）

	○○，○○○（②）

	【間接経費】

○中核研究機関

○共同研究機関

　（Ｘ大学）

○再委託機関

　（Ａ社）

　（Ｂ社）


	○○，○○○

○○，○○○

○○，○○○

○○，○○○


	

	間接経費計
	○○，○○○（③）

	

	合計
	○○，○○○（①＋③）

	


※（②地域負担経費総額）≧
（①JST負担経費総額のうち直接経費＋再委託費（間接経費除く））となるように
　　計画を立てて下さい。

※（３）及び（４）の表と整合が取れるようにご注意下さい。

※ e-Radへの記入はJST経費に関する金額のみとなります。
（３）所要経費（ＪＳＴ負担分）
（全体）
	金額（千円）

機関
	H21年度
	H22年度
	H23年度
	計

	○×大学
	
	
	
	

	○▲社
	
	
	
	

	□◇社（中小企業）
	
	
	
	

	・・・
	
	
	
	

	合計（直接経費＋間接経費）
	
	
	
	


（内訳）

　○所要経費　中核研究機関名（　　　　　　　　　　　　　　　）

	金額（千円）

品目／内容
	H21年度
	H22年度
	H23年度
	計

	直接

経費
	①設備費
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	

	
	②材料及び研究用消耗品費
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	

	
	③外注費
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	

	
	④人件費
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	

	
	⑤旅費
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	

	
	⑥その他経費
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	

	
	直接経費計
	
	
	
	

	間接
経費
	直接経費の　　　　　　　％
	
	
	
	

	再委
託費
	△×㈱

○×大学
・・・

（詳細は次頁書式に記入）
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


・経済的かつ効率的な研究開発の遂行を図るため、実際に契約を締結する委託費の額は、審査の結果にもとづいて決定されますので、申請された金額と一致しないことがあります。

☆大学等及び企業へ再委託する場合は、再委託契約１件毎に以下の様式を１枚作成して下さい。

　○所要経費（再委託分）　再委託先（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	金額（千円）

品目／内容
	H21年度
	H22年度
	H23年度
	計

	直接

経費
	①設備費
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	

	
	②材料及び研究用消耗品費
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	

	
	③外注費
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	

	
	④人件費
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	

	
	⑤旅費
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	

	
	⑥その他経費
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	

	
	直接経費計
	
	
	
	

	間接

経費
	直接経費の　　　　　　　％
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


（４）所要経費（地域負担分）（平成21年度～平成○年度）　　　

（全体）
	金額（千円）

機関
	H21年度
	H22年度
	H23年度
	計

	○×大学
	
	
	
	

	○▲社
	
	
	
	

	□◇社（中小企業）
	
	
	
	

	・・・
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


　※中小企業については負担額を２倍計上できます。企業名の後に「中小企業」と明記のうえ、上記の表には「２倍後の金額」を記入してください。
　※地域負担については直接経費のみの計上となります。

（内訳）　☆負担機関毎に以下の様式を１枚作成して下さい。
　　　　　☆中小企業の場合、機関名称の後に「中小企業」と明記し、ここでは「２倍計上前」の実額を記入してください。

機関名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	金額（千円）

品目／内容
	H21年度
	H22年度
	H23年度
	計

	直接経費

	①設備費
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	

	
	②材料及び研究用消耗品費
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	

	
	③外注費
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	

	
	④人件費
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	

	
	⑤旅費
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	

	
	⑥その他経費
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	

	直接経費計
	
	
	
	


５．これまでの研究・調査経緯
（１）研究実施状況及び成果

	・特許権、論文等については、様式２「特許権・参考文献等リスト」、公的機関の研究助成あるいは補助金については様式３「公的機関の研究助成・補助金等リスト」に記入して下さい。

・多くとも1ページに収まるよう記述してください。
 


（２）提案者間の協力関係
	・多くとも1ページに収まるよう記述してください。



６．予定している特殊実験とその実施場所
	放射性元素を使用する場合、遺伝子組み換え実験、動物実験、人またはヒト由来試料を対象とした研究など、専門の委員会の承認が必要になる場合、大型の実験装置、特殊な実験室を使用する場合等。




７．その他、本事業への要望等
	


（様式２）

応募申請者の特許・論文等リスト

１．特許

出願準備中も含め、本研究開発・企業化に必要な特許（原権利）を記入して下さい。
	整理
番号
	発明の名称
	出願番号
（出願年月日）
	出願人
	発明者
	登録番号
	備考※

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※企業化に伴う第三者も含めたライセンスの可否、及び、他者へのライセンスの状況等に関する情報があれば、「備考」に記入して下さい。

２．プロジェクトリーダー、共同研究企業が関連していた論文・学会発表等
（１）論文

（２）学会発表

（３）その他

（様式３）

公的機関の研究助成・補助金等リスト
	省庁・自治体・
機関名
	事業・制度の名称
	申請者
（エフォート※）
	研究課題
	実施期間
	予算額

（千円）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


大学等の研究者、企業の両者についてお書き下さい。

平成２１年度中に申請予定、今現在申請中、若しくは過去５年間に受けたものを含め、公的研究助成、補助金等は必ず全て記入して下さい。

申請中の場合は、金額の欄に「申請中」とお書き下さい。

※エフォート：大学等の研究機関に所属する研究者等が、該当する事業・制度の研究開発において必要とする時間の配分率（％)（研究者等の年間の全仕事時間を100%とします）。当該事業・制度の申請者が研究開発に参加する研究者で、かつ、研究機関に所属している場合にお書き下さい。

（様式４）

関連する他者の特許・論文等リスト

1． 他者の特許

	整理番号
	発明の名称
	出願番号
（出願年月日）
	登録番号
	出願人
	発明者

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


２．論文等

（１）論文

（２）学会発表

（３）その他

提案課題の技術を用いて企業化を行う場合、関連してくると考えられる他者の権利、参考文献等についてお書き下さい。

また、これらに関する調査を具体的に実施した場合は、その方法（依頼先、キーワード、使用データベース等）、結果についても欄外に記入下さい。

（様式５）

企　業　概　要
　平成　　年　　月　　日
	企　業　名
	株式会社　○○○○
	上　場
	有（　年　月）・無

	本社所在地
	○○県○○市○○町○丁目○番○号
	設立年月
	昭和○○年○○月

	工　　場
	本社工場（○○市）、□□工場（□□市）
	研究所
	　　 有　　・　　無

	役　　員
	（社長）○○○○○　　　　　（役員○○名）
                　（研究開発者○○名）
	従業員数
	○○○名
（研究開発要員○○名）

	ホームページ
	 http://

	 eq \o\ad(事業内容,　　　　　　　　　)
	○○○○、□□□□の製造及び販売、△△△△の受託研究開発

	 eq \o\ad(主要株主,　　　　　　　　　)
	○○○○（　　％）、□□□□（　　％）、△△△△（　　％）

	主要取引銀行
	○○銀行△△支店、□□銀行▽▽支店

	 eq \o\ad(関係会社,　　　　　　　　　)
	株式会社　○○○○（販売会社）

	研究開発実績
研究開発能力
	記入例）　平成☆年、独自に○○○○を開発し製造販売している。また、◎◎◎◎について□□大学△△教授の協力を得て研究・開発を実施、企業化の目処が立ち、来年には販売開始予定である。（…等、主な実績を記述してください。箇条書きで結構です。）
　□□研究所、▽▽㈱とも協力関係を築いており、本年度も☆☆☆☆の研究開発を実施している。（…等、研究開発の実施能力を示す事柄を記述してください。）

	
	技術分野のキーワード
	

	経営状況と
見　通　し
	記入例）

①当社は○○○のメーカーであり、当該分野では◎◎◎等は他の追随を許さぬ製品となっている。（…等、貴社の得意面を記述してください。以下同様。）
　②業績面については、主要需要先である△△△が、▽▽▽の東南アジア向けの市場拡大に支えられ高水準で推移したため、平成☆年☆月期売上高で対前期比○○％増の□□百万円を計上した。また、損益面については新製品の販売を開始、原価低減活動により経常利益で対前年比○○％増の□□百万円を計上した。
　③新製品（○○）の販売拡大等により増収、増益となる見通しである。

	ＪＳＴ等との
関　　係
	ＪＳＴあるいは官公庁、公益法人等から受託研究、補助金等の実績があれば,

主なものについて記入してください。

	決　算　期
	平成○○年○月期
	指　数
	平成○○年○月期
	指　数
	平成○○年○月期
	指 数

	財
政
状
態
	資　 本　 金
	Ａ　　百万円
	100
	a　　百万円
	a/A×100
	a’       百万円
	a’/A×100

	
	 eq \o\ad(自己資本,　　　　　　　　　　　)
	Ｂ　　百万円
	100
	b　　百万円
	b/B×100
	b’       百万円
	b’/B×100

	
	総　 資　 産
	Ｃ　　百万円
	100
	c　　百万円
	c/C×100
	c’       百万円
	c’/C×100

	経
営
状
態
	売　 上　 高
	Ｄ　　百万円
	100
	d　　百万円
	d/D×100
	d’       百万円
	d’/D×100

	
	 eq \o\ad(経常利益,　　　　　　　　　　　)
	Ｅ　　百万円
	100
	e　　百万円
	e/E×100
	e’       百万円
	e’/E×100

	
	 eq \o\ad(当期利益,　　　　　　　　　　　)
	Ｆ　　百万円
	100
	f　　百万円
	f/F×100
	f’       百万円
	f’/F×100

	財
務
比
率
分
析
	自己資本比率
	Ｂ／Ｃ　　　　　％
	b／c　　　　　　％
	　　b’／c’  　　　％

	
	経常利益率①
	     Ｅ／Ｄ      ％
	  e／d        ％
	     e’／d’        ％

	
	経常利益率②
	    Ｅ／Ｃ      ％
	  e／c        ％
	    e’／c’        ％

	
	研究開発費
研究開発費率③
	        Ｇ    百万円
    Ｇ／Ｄ      ％
	      g      百万円
       g／d        ％
	       g’      百万円
    g’／d’  　　  ％

	
	配 　当 　率
	                ％
	                ％
	                ％

	特　記　事　項
	


注）経常利益率①は対売上高、経常利益率②は対総資産、研究開発費率③は対売上高で記入ください。

　　直近3期のデータについて記載してください。（直前期のデータが未確定の場合は見込みでも可。）
　　共同研究参画企業１社につき１枚、本資料を作成ください。

（別表）

課題の技術分野

　提案課題の技術分野が、以下の表のどの分類に該当するかについて記入して下さい。（e-Radの研究分野コードと同一です）

（参考１）中小企業の範囲及び定義
        　　　 「中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）」（抄）

（中小企業者の範囲及び用語の定義）

第２条　（略） 

　一 　資本の額又は出資の総額が三億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が三百人以下の会社及び個人であつて、製造業、建設業、運輸業その他の業種（次号から第四号までに掲げる業種を除く。）に属する事業を主たる事業として営むもの 

　二 　資本の額又は出資の総額が一億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が百人以下の会社及び個人であつて、卸売業に属する事業を主たる事業として営むもの 

　三 　資本の額又は出資の総額が五千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が百人以下の会社及び個人であつて、サービス業に属する事業を主たる事業として営むもの 

　四 　資本の額又は出資の総額が五千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が五十人以下の会社及び個人であつて、小売業に属する事業を主たる事業として営むもの

○中小企業者の定義早見表（中小企業基本法より作成）

	      業　　　　　　　　　　　種
	    資本金の額
	　従業員数

	製造業、建設業、運輸業その他の業種
	    ３億円以下
	 ３００人以下

	卸売業
	    １億円以下
	 １００人以下

	サービス業
	    ５千万円以下
	 １００人以下

	小売業
	    ５千万円以下
	 　５０人以下


※中小企業者の業種は日本標準産業分類（総務省統計局平成１４年３月第１１回改訂）による

○日本標準産業分類に基づいた中小企業者の範囲の表示

	卸　売　業
	大分類Ｊ（卸売・小売業）の中分類４９から５４まで

	小　売　業
	大分類Ｊ（卸売・小売業）の中分類５５から６０まで
大分類Ｍ（飲食店、宿泊業）の中分類７０（一般飲食店）及び７１（遊興飲食店）

	サービス業
	大分類Ｈ（情報通信業）の中分類３８（放送業）及び３９（情報サービス業）並びに小分類４１１（映像情報制作・配給業）、４１２（音声情報制作業）及び４１５（映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業）

大分類Ｌ（不動産業）の小分類６９３（駐車場業）

大分類Ｍ（飲食店、宿泊業）の中分類７２（宿泊業）

大分類Ｎ（医療、福祉）

大分類Ｏ（教育、学習支援業）

大分類Ｐ（複合サービス事業）

大分類Ｑ（サービス業〈他に分類されないもの〉。
ただし、小分類８３１〈旅行業〉を除く。）

	製造業その他
	上記以外のすべて


（参考２) 間接経費の取扱い等
間接経費の取扱い等について

間接経費を導入することとされているテーマの実施課題について、間接経費の取扱いは、「競争的資金の間接経費の執行に係る共通指針における間接経費の主な使途の例示について（平成１７年３月２３日競争的資金に関する関係府省連絡会申し合わせ）」を踏まえ、下記によるものとする。

○間接経費の使途

間接経費は、獲得した研究者の研究開発環境の改善や研究機関全体の機能の向上に活用するために必要となる経費に充当する。具体的には、研究の遂行に関連して間接的に必要となる経費のうち、以下のものを対象とする。

（１）管理部門に係る経費

－管理施設・設備の整備、維持及び運営経費

－管理事務の必要経費

備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、人件費、通信運搬費、謝金、国内外旅費、

会議費、印刷費

等

（２）研究部門に係る経費

－共通的に使用される物品等に係る経費

備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議費、

印刷費、新聞・雑誌代、光熱水費

－当該研究の応用等による研究活動の推進に係る必要経費

研究者・研究支援者等の人件費、備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議費、印刷費、新聞・雑誌代、光熱水費

－特許関連経費

－生命倫理に関する審査に係る必要経費

－研究棟の整備、維持及び運営経費

－実験動物管理施設の整備、維持及び運営経費

－研究者交流施設の整備、維持及び運営経費

－設備の整備、維持及び運営経費

－ネットワークの整備、維持及び運営経費

－大型計算機（スパコンを含む）の整備、維持及び運営経費

－大型計算機棟の整備、維持及び運営経費

－図書館の整備、維持及び運営経費

－ほ場の整備、維持及び運営経費

等

（３）その他の関連する事業部門に係る経費

－研究成果展開事業に係る経費

－広報事業に係る経費

等

上記以外であっても、研究機関の長が研究課題の遂行に関連して間接的に必要と判断した場合、執行することは可能である。なお、直接経費として充当すべきものは対象外とする。

以上
（参考３）JSTは男女共同参画を推進しています！
　JSTは男女共同参画を推進しています！　

JSTでは、科学技術分野における男女共同参画を推進しています。

総合科学技術会議では、平成22年度までに国として取り組むべき科学技術の施策を盛り込んだ第３期科学技術基本計画（http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/index3.html）において、「女性研究者の活躍促進」について述べています。日本の科学技術の将来は、活躍する人の力にかかっており、多様多才な個々人が意欲と能力を発揮できる環境を形成する必要があります。その一環として、「期待される女性研究者の採用目標は、自然科学系全体としては25％」と具体的数値目標が示されています。

JSTでは、事業を推進する際の活動理念の1つとして、「JST業務に係わる男女共同参画推進計画を策定し、女性研究者等多様な研究人材が能力を発揮できる環境づくりを率先して進めていくこと」を掲げています。

新規課題の募集・審査に際しては、男女共同参画の観点を踏まえて進めていきます。男女ともに参画し活躍する研究構想のご提案をお待ちしております。

研究者の皆様、男性も女性も積極的にご応募いただければ幸いです。

独立行政法人　科学技術振興機構　理事長

北澤　宏一

※　JST男女共同参画ホームページ：http://www.jst.go.jp/gender/

























































該当する関連事業が複数ある場合には、それぞれを分けて記述してください（アピールポイントを明確にし、できるだけ簡潔に）。
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